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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

　平成21年６月26日に提出致しました第74期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）有価証券報告書の記載事

項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであ

ります。

 

２【訂正事項】

第一部　企業情報

第５　経理の状況

２　財務諸表等

(2）主な資産及び負債の内容

第７　提出会社の参考情報

１　提出会社の親会社等の情報　

 

３【訂正箇所】

　訂正箇所は＿線で示しております。

　

第一部【企業情報】

第５【経理の状況】

２【財務諸表等】

（２）【主な資産及び負債の内容】　

（訂正前）　

⑫　退職給付引当金

区分 金額（百万円）

退職給付債務 6,513

未認識数理計算上の差異 △1,555

会計基準変更時差異の未処理額 17

合計 4,976

（訂正後）

⑫　退職給付引当金

区分 金額（百万円）

退職給付債務 6,513

未認識数理計算上の差異 17

会計基準変更時差異の未処理額
△1,555

　

合計 4,976

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

（訂正前）　

当社の金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等は、古河電気工業株式会社である。

（訂正後）

当社の金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。
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